
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考１ ２次チェックシート 

（小学校用、中学校用、高等学校用） 

  

参考２ 愛媛県教育委員会通知 

「特別な支援を必要とする生徒へのよりよい指導・支援の

ために ～切れ目ない支援体制の構築に向けた 中学校・高

等学校間の連携について～よりよい指導支援のために～」 

 

参考３ 文部科学省通知 

学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について 

（平成 30 年８月 27 日付け 30 文科初第 756 号） 

   

第４章 資料編 
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文部科学省初等中等教育局長  髙 橋 道 和 

 

この度、学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成30年文部科学省令第27号）が、平成30年８月

27日に公布され、同日施行されました。 

 今回の改正の趣旨、概要及び留意事項は下記のとおりですので、十分に御了知の上、適切に御対応いた

だくようお願いします。 

 また、各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の指定都市を除く市町村教育委員会に対

して、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して、各都道府県知事及び構造改革特別区域法

（平成14年法律第189号）第12条第１項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては所轄の学校及び学

校法人等に対して、附属学校を置く各国公立大学法人の長におかれては管下の学校に対して、このことを

十分周知願います。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

 「教育と福祉の一層の連携等の推進について」（平成30年５月24日付け30文科初第357号・障発0524第

２号文部科学省初等中等教育局長及び厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）をもってお知

らせしたとおり、文部科学省と厚生労働省による「家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェ

クト」において、障害のある子供やその保護者が地域で切れ目なく支援が受けられるよう、家庭と教育と

福祉の一層の連携を推進する方策について検討を行い、本年３月に同プロジェクトとしての報告を取りま

とめたところである。 

 当該報告では、連携推進方策の一つとして、学校において作成される個別の教育支援計画について、保

護者や医療、福祉、保健、労働等の関係機関と連携して作成されるよう、必要な規定を省令に置くことと

された。 

 これを踏まえ、学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）を改正し、特別支援学校に在学する幼

児児童生徒、小・中学校（義務教育学校及び中等教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）の特別支援学

級の児童生徒、小・中学校及び高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下同じ。）において学校教

育法施行規則第140条に基づき障害に応じた特別の指導である通級による指導（以下単に「通級による指

導」という。）が行われている児童生徒について、各学校が個別の教育支援計画を作成するに当たっては、

当該児童生徒等又は保護者の意向を踏まえつつ、医療、福祉、保健、労働等の関係機関や民間団体（以下

「関係機関等」という。）と当該児童生徒等の支援に関する必要な情報の共有を図ることとするものであ

る。 

 

第２ 改正の概要 

 １ 特別支援学校に在学する幼児児童生徒について、個別の教育支援計画（学校と関係機関等との連携

の下に行う当該幼児児童生徒に対する長期的な支援に関する計画をいう。）を作成することとし、当

該計画の作成に当たっては、当該幼児児童生徒又は保護者の意向を踏まえつつ、関係機関等と当該幼

児児童生徒の支援に関する必要な情報の共有を図ることとすること。（新第134条の２関係） 

 

 ２ １の規定について、小・中学校の特別支援学級の児童生徒、小・中学校及び高等学校において通級

学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知） 
平成 30年８月 27日付け 30文科初第 756号 

参考３ 
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による指導が行われている児童生徒に準用すること。（新第139条の２、新第141条の２関係） 

 

 ３ 施行時点において、すでに学習指導要領等に基づき作成されている個別の教育支援計画について

は、新第134条の２、新第139条の２又は新第141条の２の規定により作成されたものとみなすこと。

（附則第２項関係） 

 

第３ 留意事項 

 １ 個別の教育支援計画に関する基本的な考え方 

 （１）個別の教育支援計画は、障害のある児童生徒等一人一人に必要とされる教育的ニーズを正確に把

握し、長期的な視点で幼児期から学校卒業後までを通じて、一貫した的確な支援を行うことを目的

に作成するものであること。 

 （２）個別の教育支援計画の作成を通して、児童生徒等に対する支援の目標を長期的な視点から設定す

ることは、学校が教育課程の編成の基本的な方針を明らかにする際、全教職員が共通理解すべき重

要な情報となるものであること。 

 （３）各学校において提供される教育的支援の内容については、教科等横断的な視点から、個々の児童

生徒等の障害の状態や特性及び心身の発達の段階等に応じた指導内容や指導方法の工夫を検討す

る際の情報として、学習指導要領等に基づき作成される個別の指導計画に生かしていくことが重要

であること。なお、個別の教育支援計画と個別の指導計画は、その目的や活用する方法に違いがあ

ることに留意し、相互の関連性を図ることに配慮する必要があること。 

 

２ 個別の教育支援計画の作成 

（１）作成に当たっては、保護者と十分相談し、支援に関する本人及び保護者の意向や将来の希望、現在

の障害の状態やこれまでの経過、関係機関等における支援の状況、その他支援内容を検討する上で把

握することが適切な情報等を詳細かつ正確に把握し、整理して記載すること。その際、学校と保護者

や関係機関等とが一層連携を深め、切れ目ない支援を行うため、本人や保護者の意向を踏まえつつ、

関係機関等と当該児童生徒等の支援に関する必要な情報の共有を図ること。 

（２）学校と保護者との間で当該児童生徒等に対する支援の考え方を共有するため、作成した個別の教育

支援計画については、保護者に共有することが望ましいこと。 

 

３ 個別の教育支援計画を活用した関係機関等との連携 

（１）「関係機関等」としては、例えば、当該児童生徒等が利用する医療機関、児童発達支援や放課後等

デイサービス、保育所等訪問支援等障害児通所支援事業を行う者（指定障害児通所支援事業者等）、

保健所、就労支援機関等の支援機関が考えられること。 

（２）各学校においては、本人や保護者の意向を踏まえつつ、効果的かつ効率的に実施することができる

よう、情報共有を図る関係機関等やその方法を決定すること。 

（３）個別の教育支援計画には個人情報が含まれることから、関係機関等との情報共有に当たっては、本

人や保護者の同意が必要である点に留意すること。 

（４）個別の教育支援計画の作成時のみならず、当該計画を活用しながら、日常的に学校と保護者、関係

機関等とが連携を図ることが望ましいこと。なお、放課後等デイサービス事業者との連携に当たって

は、「「放課後等デイサービスガイドライン」にかかる普及啓発の推進について」（平成27年４月14

日付け文部科学省初等中等教育局特別支援教育課及び生涯学習政策局社会教育課連名事務連絡）をも

って周知した「放課後等デイサービスガイドライン」（平成27年４月厚生労働省。今後、厚生労働省

において放課後等デイサービス事業者と学校との連携方策についてより明確化するなどの改定が行

われる予定。）も参考とすること。 
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（５）児童生徒等が利用する指定障害児通所支援事業者においては、本人や保護者の意向、本人の適性、

障害の特性等を踏まえた通所支援計画を作成していることから、本人や保護者の同意を得た上で、こ

うした計画について校内委員会等で共有することも考えられること。その際、平成30年度障害福祉サ

ービス等報酬改定において、障害児通所支援事業所等が学校と連携して個別の支援計画を作成する際

の加算（関係機関連携加算）が充実されていることにも留意すること。 

（６）地域においては、相談支援専門員等が、障害のある児童生徒等の意向を踏まえ、必要な支援を受け

ることができるよう関係機関と調整する役割を担っている場合があり、関係機関等との調整に当たっ

ては、そのような人材を活用することも有効であると考えられること。なお、「児童福祉法等の改正

による教育と福祉の連携の一層の推進について」（平成24年４月18日付け厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部障害福祉課及び文部科学省初等中等教育局特別支援教育課連名事務連絡）にあるとお

り、障害児支援利用計画等の作成を担当する相談支援事業所と個別の教育支援計画等の作成を担当す

る学校等が密接に連絡調整を行い、就学前の福祉サービス利用から就学への移行、学齢期に利用する

福祉サービスとの連携、さらには学校卒業に当たって地域生活に向けた福祉サービス利用への移行が

円滑に進むよう、保護者の了解を得つつ、特段の配慮をお願いしたいこと。 

 

４ 個別の教育支援計画の引継ぎ 

  障害のある児童生徒等については、学校生活のみならず、家庭生活や地域での生活も含め、長期的な

視点に立って幼児期から学校卒業後までの一貫した支援を行うことが重要であることから、各学校にお

いては、個別の教育支援計画について、本人や保護者の同意を得た上で、進学先等に適切に引き継ぐよ

う努めること。そのため、個別の教育支援計画を作成する際に、本人や保護者に対し、その趣旨や目的

を十分に説明して理解を得、第三者に引き継ぐ旨についてもあらかじめ引継先や内容などの範囲を明確

にした上で、同意を得ておくこと。 

  また、各自治体の関係部局や関係機関等が連携し、就学、進学、就労等の際に円滑に引き継ぐことが

できる体制の構築に努めること。 

 

５ 個別の教育支援計画の保存及び管理 

  個別の教育支援計画については、記載された個人情報が漏えいしたり、紛失したりすることのないよ

う、学校内における個人情報の管理の責任者である校長が適切に保存・管理すること。 

  個別の教育支援計画は、条例や法人の各種規程に基づき適切に保存されるものであるが、指導要録の

指導に関する記録の保存期間を参考とし、５年間保存されることが文書管理上望ましいと考えられるこ

と。 

 

６ 個別の教育支援計画の様式 

  個別の教育支援計画については、引き続き地域の実情に応じて設置者等が定める様式によって作成さ

れたいこと。なお、障害のある児童生徒、不登校児童生徒及び日本語指導が必要な外国人児童生徒等に

ついての支援計画をまとめて作成する場合は、「不登校児童生徒、障害のある児童生徒及び日本語指導

が必要な外国人児童生徒等に対する支援計画を統合した参考様式の送付について」（平成30年４月３日

付け29文科初第1779号文部科学省初等中等教育局長通知）において示した参考様式を活用することも有

効であること。 

 

 

 




